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１．個人金融資産残高（07 年 7-9 月期末）：貯蓄から投資の流れ足踏み 
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07 年 7-9 月期末の個人金融資産残高は、4-6 月期から 20 兆円減の 1,536 兆円となった（図

表 1）。 
残高では、現金・預金が 770 兆円、保険・年金準備金が 405 兆円、株式・出資金が 173

兆円の順番で多い。 
図表 2 のように貯蓄と投資に分けてみると、足元サブプライム問題の影響拡大や金商法

の改正などが響き投信を中心にリスク性商品への流れが足踏み状態となっている。 
 

  

の増減を除き、4 四半期累計での金額）、増加が大きいのは投資信託
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（図表2）　貯蓄、投資が個人金融資産全体に占める割合

（年/四半期）
（注）貯蓄とは現預金（除く外貨預金）、投資とは外貨預金、有価証券、対外証券投資の合計
（資料）日本銀行
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（図表1）　家計の金融資産残高（兆円）

（注）債券＝株式以外の証券-投資信託
（資料）日本銀行 (年度末） （四半期末）

２．フローの動き

 増加の内訳を見ると（時価

（13.5 兆円）、保険・年金準備金（8.1 兆円）となっている。一方減少が大きいのは株式・

出資金（マイナス 2.5 兆円）となっている（図表 3）。増減の内訳構成は前四半期と同様と

なっている。 
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（注1）数値は時価の変動を除くベース、4四半期累計額
（注2）債券＝株式以外の証券-投資信託
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（図表3）　家計の金融資産残増減

 
 個別の内訳の特徴としては、 
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（兆円）
（図表4）　現金・預金の増減

① 投資信託は 7-9 月期の純増額

が大きく落ち込んでいる（4-6
月期 6.0 兆円純増→7-9 月期

1.7 兆円純増）。 
② 現金・預金が２四半期連続の

プラス（時価の増減を除き、4 四

半期累計での金額）（図表 4）。 
③ 定期預金（マイナス 2.0 兆円）、

外貨預金（マイナス 0.3 兆円）

と減少幅が縮小してきている。

一方、流動性預金は 4.8 兆円

と緩やかな増加が続く（時価の

増減を除き、4 四半期累計での金

額）（図表 4）。 
④ 証券（投信信託を除く株式・

出資金以外の証券）では、引

き続き金融債、信託受益権、

事業債からの資金流出が続く。

一方、国債への流入はプラス

が続いているが、流入額は縮

小傾向が続いている（時価の増

減を除き、4 四半期累計での金額）（図表 5）。 
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（兆円） （図表5）　株式・出資金出資証券（除く投信）の増減

（注1）数値は時価の変動を除くベース、4四半期累計額
（注2）債券＝株式以外の証券-投資信託
（資料）日本銀行 (年/四半期）
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